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答  申 

 

 

審査請求人（亡○○○○（以下「亡請求人」ということがある。）が提

起し、その長女である○○○○が行政不服審査法１５条１項の規定に基づ

き、審査請求人の地位を承継した。以下「請求人」という。） が提起し

た、地方税法（令和５年法律第１号による改正前のもの。以下「法」とい

う。）７２条の２第３項及び東京都都税条例（昭和２５年東京都条例第５６

号。以下「条例」という。）２５条４項の規定に基づく個人の行う事業に対

する事業税（以下「個人事業税」という。）賦課処分に係る審査請求につい

て、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。 

 

第１ 審査会の結論 

 本件審査請求は、棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、東京都○○都税事務所長（以下「処分庁」

という。）が、亡請求人に対し、令和３年１１月１１日付けで行った

令和３年度の個人事業税賦課処分（内容は、別紙１処分目録記載のと

おり。以下「本件処分」という。）について、その取消しを求めるも

のである。  

 

第３ 請求人の主張の要旨 

請求人は、おおむね以下の理由から、本件処分の違法性又は不当性

を主張している。  

請求人は、従来から不動産賃貸業を行っており、平成２８年より老

朽化した一部の木造の建物を取り壊し、隣接する土地の買収等を行っ

た上で、ＲＣ９階建て賃貸マンションを建設することを計画した。取

壊し費用や土地取得に伴う費用等が繰越欠損金として平成２９年、平

成３０年にかけて発生したが、処分庁はこれを国税と異なる方法で計

算し、繰越欠損金全額を令和元年、令和２年分の個人事業税の申告所

得計算上控除できないとした。 

法、取扱通知（後記第６・１・⑵参照）にも、処分庁のような月数
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按分方法を取ることは明記されておらず、また、今回取壊し期間中の

残りの部屋数では非課税収入とするのが処分庁の見解であるが、１０

室以上は課税、１０室未満は非課税とは明記されていない。不動産貸

付等は、もともと課税事業収入であり、建築に伴い一時的に５棟１０

室未満になっても、非課税ではなく、課税の範囲にならないというこ

とである。そして、２９０万円の基礎控除は、非課税にするためのも

のではなく、免税枠内にするための基礎控除である。よって、課税収

入、非課税収入の按分計算は、請求人の場合当てはまらない。 

今回の建物の取壊しは、新たに他の事業や非課税事業にするために

行ったのではなく、部屋数、貸付規模をより増やすための建替えであ

り、事業の内容を変更したものではないため、繰越欠損金を全額控除

できると解釈される。 

処分庁は、個人事業税課税事務提要（後記第６・１・⑶参照）など

一般に公表されている方法以外で課税計算を行っており、それを基に

した本件処分は違法、不当である。 

 

第４ 審理員意見書の結論 

本件審査請求には理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規

定を適用して、棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。 

年 月 日 審 議 経 過 

令和 ６年 １月２９日 諮問 

令和 ６年 ３月１５日 審議（第８７回第２部会） 

令和 ６年 ５月２４日 審議（第８８回第２部会） 

 

第６ 審査会の判断の理由 

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結果、

以下のように判断する。 

１ 法令等の定め 

⑴ 個人事業税の納税義務者 

法７２条の２第３項は、個人事業税は、個人の行う第一種事業、第

二種事業及び第三種事業に対し、所得を課税標準として事務所又は事
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業所所在の道府県（法１条２項により「都」と読み替える。）におい

て、その個人に課するとしている。 

そして、法７２条の２第８項は、「第一種事業」として「不動産貸

付業」（同項４号）、「駐車場業」（同項１３号）を定めている。 

⑵ 不動産貸付業の認定基準（取扱通知）   

法の規定全般の解釈・適用に関する地方自治法２４５条の４第１項

の規定に基づく技術的な助言である「地方税法の施行に関する取扱い

について（道府県税関係）」（平成２２年４月１日総税都第１６号

（全部改正）総務大臣通知。以下「取扱通知」という。）は、「事業

税の課税客体の認定については、次の諸点に留意すること。」として、

不動産貸付業に係る認定に関し、「不動産貸付業とは、継続して、対

価の取得を目的として、不動産の貸付け（中略）を行う事業をいう」

とし、不動産貸付業に該当するかどうかの認定は、「所得税の取扱い

を参考とする」が、「アパート、貸間等の一戸建住宅以外の住宅の貸

付けを行っている場合においては居住の用に供するために独立的に区

画された一の部分の数が（中略）１０以上であるものについては、不

動産貸付業と認定すべきものである」としている（第３章・第１節・

第２・２の１・⑶・ア）。  

⑶ 不動産貸付業の認定基準（事務提要）   

東京都では、個人事業税の課税事務に当たり、「個人事業税課税事

務提要」（平成２４年８月１日付２４主課課第１５３号東京都主税局

長通達。以下「事務提要」という。）を定めており、第３章・第２

節・第４・２において、不動産の貸付けが、不動産貸付業に該当する

かどうかの認定は、所得税の取扱いを参考とするが、社会通念上事業

と称するに至る規模、賃貸料収入の状況、貸付不動産の管理の状況等

を総合勘案して判定することとなるとしており、具体的には、同・⑵

において、不動産の貸付規模が次に掲げる基準に該当するものは、不

動産貸付業と認定することとしている。 

ア 住宅用不動産の貸付けを行っている場合 

(ｱ) 一戸建住宅以外の住宅（アパート、貸間等）にあっては、居

住の用に供するために独立的に区画された一の部分の数が１０以

上（中略）であるもの。 

(ｲ)及び(ｳ)     (略) 

イ 住宅用以外の不動産の貸付けを行っている場合 
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(ｱ) 独立家屋以外の建物にあっては、貸与することができる独立

的に区画された一の部分の数が１０以上であるもの。 

(ｲ)及び(ｳ)     (略) 

ウ 前記各種の不動産の貸付けを併せて行っている場合   

(ｱ) 貸付不動産のうち一の種類の不動産が前記ア又はイの基準以

上であるもの。 

(ｲ) (ｱ)以外のもので、前記ア又はイの独立的に区画された一の部

分の数、棟数又は貸付契約件数の合計が１０以上であるもの。 

⑷ 駐車場業の認定   

事務提要は、駐車場業とは、対価の取得を目的として、自動車の駐

車のための場所を提供する事業をいうとし（第３章・第２節・第１

３・１）、建築物である駐車場に該当する場合は駐車場業に該当する

としている（同・２・⑴）。 

⑸ 個人事業税の課税標準 

法７２条の４９の１１第１項は、個人事業税の課税標準は、当該年

度の初日の属する年の前年中（以下、単に「前年中」という。）にお

ける個人の事業の所得によるとしている。なお、条例も同旨の規定を

置いている（条例３８条１項）。 

法７２条の４９の１２第１項は、前年中における個人の事業の所得

は、当該個人の前年中における事業に係る総収入金額から必要な経費

を控除した金額によるものとし、この法律又は政令で特別の定めをす

る場合を除くほか、前年中の所得税の課税標準である所得につき適用

される所得税法２６条に規定する不動産所得の計算の例によって算定

するとしている。 

そして、法７２条の５０第１項は、個人事業税を課する場合におい

ては、道府県知事（法１条２項により「都知事」と読み替える。）は、

所得税法２６条に規定する不動産所得について、当該個人が税務官署

に申告した課税標準を基準として、事業税を課するものとしている。 

⑹ 課税事業と非課税事業等を併せて行う場合の課税標準 

事務提要は、法７２条の４第２項の非課税事業及び課税対象外事業

（以下、併せて「非課税事業等」という。）と課税事業とを併せて行

う場合の個人事業税の課税標準の算定方法について、課税事業と非課

税事業等との経理が明確に区分されていないものについては、それぞ

れの事業を通じて得た総所得金額をそれぞれの事業の売上総利益（差
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益）によってあん分し、課税事業に係る所得金額を算定する旨を定め

ている（第４章・第５節・第１・３・⑵）。 

⑺ 課税標準の算定における損失の繰越控除 

ア 法７２条の４９の１２第６項は、同条１項の規定によって個人の

事業の所得を計算する場合において、当該個人の前年前３年間にお

ける所得の計算上生じた損失の金額で前年前に控除されなかった部

分の金額については、当該損失の生じた年分につき法７２条の５５

の規定による申告をしている場合で、かつ、その後の年分につき連

続して当該申告をしている場合には、当該損失の生じた年分につき

当該個人が、個人の青色申告書を提出することについて国の税務官

署の承認を受けている者であるときに限り、当該個人の事業の所得

の計算上控除する旨規定している。 

イ 事務提要は、損失の繰越控除の場合の留意事項として、繰越控除

できる損失の金額は、所得税における不動産所得のうち、事業税の

課税事業となる事業の所得の計算上生じたものに限られるため、所

得税における純損失の金額とは必ずしも一致しないとしている（第

４章・第４節・第１・４・⑴）。  

⑻ 事業主控除 

法７２条の４９の１４第１項は、事業を行う個人については、当該

個人の事業の所得の計算上２９０万円を控除するとしている。 

⑼ 個人事業税の税率 

法７２条の４９の１７第１項１号は、第一種事業を行う事業に対す

る個人事業税は、所得に１００分の５の標準税率によって定めた率を

乗じて得た金額とするとし、条例３９条の３第１号は、第一種事業を

行う個人についての事業税の額は、所得に１００分の５の税率を乗じ

て得た金額とするとしている。 

２ 本件処分についての検討 

⑴ 「不動産貸付業」及び「駐車場業」該当性 

本件青色申告決算書によれば、請求人は、東京都に所在する不動産

を貸し付けることにより、不動産に係る収入５７，３１６，７７６円

を得ているが、少なくとも本件マンションの３６戸を住宅用としてサ

ブリースしていることからすれば、「不動産貸付業」に該当すること

は明らかである（上記１・⑶）。 

また、本件マンションの１階部分を駐車場として貸し付けているこ
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とから、「駐車場業」にも該当する（同・⑷）。 

したがって、請求人は、「不動産貸付業」及び「駐車場業」を行う

ものとして、個人事業税の納税義務者と認められる。 

⑵ 損失の繰越控除額 

本件においては、損失の繰越控除の取扱いについて争いがあること

から、以下検討する。 

処分庁は、請求人から提出された追加資料等に基づき、平成２９年

以降の繰越損失額を認定した。その認定の方法は、１年のうち、個人

の事業として認定される期間とそれ以外の期間が発生した年（平成２

９年及び平成３０年）については、課税収入と対象外収入を別紙２及

び別紙３のとおり振り分け、按分計算により、当該年の繰越損失額を

それぞれ認定し、その合計額５，２６２，３１８円を令和元年の繰越

損失額とするものである。 

事務提要は、非課税事業等と課税事業とを併せて行う場合の個人事

業税の課税標準の算定方法について、課税事業と非課税事業等との経

理が明確に区分されていないものについては、総所得金額をそれぞれ

の事業の利益によって按分して課税事業に係る所得金額を算定する旨

を定めているところ（上記１・⑹）、個人の事業として認定されない

期間の収入（対象外収入）は、個人事業税の課税の対象とならないの

であるから、非課税事業等の取扱いと同様に考えることができる。  

そうすると、処分庁が上記のように、対象外収入を非課税事業等の

収入と考えて、収入金額を課税収入と対象外収入に振り分け、按分計

算によって所得金額（マイナスの場合は繰越損失額となる。）を算出

したことに不合理な点は認められない。 

したがって、処分庁が、令和３年度の個人事業税に係る損失の繰越

控除額を５，２６２，３１８円（令和２年分）と認定したことに違法

又は不当な点は認められない。 

⑶ 税額 

最後に、本件処分における税額について、その算定が適正か否かを

検証する。 

本件申告書類を基にして個人事業税の課税標準を算定すると、○○

税務署長に申告された請求人の令和２年の事業所得の額は、１１，５

１６，６５６円であるところ、この金額は、国税に固有の青色申告特

別控除（租税特別措置法２５条の２第３項１号及び４項２号）を適用
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した後の金額であるため、同控除額として計上された６５０，０００

円については、個人事業税の課税対象とする所得の計算上は上記申告

に係る事業所得の額にこれを加算し、そこから損失の繰越控除の額

５，２６２，３１８円（上記⑵）及び事業主控除の額２，９００，０

００円（上記１・⑻）を減じて得た４，００４，０００円（法２０条

の４の２第１項の規定により、千円未満の端数金額は切り捨てる。）

が課税標準額となるものである（同・⑸及び⑺）。 

そして、不動産貸付業及び駐車場業は第一種事業であるから（同・

⑴）、上記により求めた課税標準額４，００４，０００円に、第一種

事業について東京都において課する個人事業税の税率１００分の５

（同・⑼）を乗じた額２００，２００円が、請求人に賦課すべき令和

３年度の個人事業税の税額となる。 

本件処分における税額２００，２００円は、これに一致しており、

違算等の事実は認められない。 

⑷ 以上のとおり、本件処分は、請求人が令和２年において行った第

一種事業である不動産貸付業及び駐車場業について、法令等の定め

に基づき個人事業税を課し、かつ適正な課税標準を基礎として税額

を算定したものであり、違法又は不当な点を認めることはできな

い。 

３ 請求人の主張についての検討 

請求人は、上記第３のとおり、地方税法、取扱通知にも、処分庁の

ような月数按分方法を取ることは明記されておらず、事務提要など一

般に公表されている方法以外で課税計算を行っていることは違法・不

当である旨主張している。 

しかし、地方税法や取扱通知に明記されていない部分に関しては、

賦課を行う処分庁に一定の裁量があるものと認められ、その裁量に不

合理な点がなければ本件処分を取り消す理由があるとすることはでき

ないと解されるところ、本件処分に係る判断に当たって処分庁が拠り

所とした事務提要は、東京都における個人事業税の事務処理に当た

り、統一的な処理をすることができるよう定めたものであり、また、

按分方法についての定め（上記１・⑹）も不合理なものとは解されな

い。そして、既に述べたとおり、処分庁が対象外収入を非課税事業等

の収入として、事務提要の当該定めを適用したことにも不合理な点は

認められない。 
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したがって、請求人の主張を本件処分を取り消す理由として採用す

ることはできない。 

４ 請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討 

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。 

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令

解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に行わ

れているものと判断する。 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

後藤眞理子、筑紫圭一、中村知己 

 

別紙１ないし別紙３（略） 

 


